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序章 総合計画の策定に当たって

１ 策定の目的

総合計画については、平成２３(2011)年５月に地方自治法が改正され、法的な策定義務

が廃止されましたが、本市の将来のあり方を展望し、市民にまちづくりの中長期的なビジ

ョンを示すとともに、総合的かつ計画的な市政運営の指針を示すため、また、本市におけ

るまちづくりの最高規範である「生駒市自治基本条例」に総合計画の策定についての定め

があることから、今後もまちづくりの基本指針として総合計画が必要であると考え、引き

続き策定します。

【生駒市自治基本条例】

(総合計画等の策定)

第１９条 市は、市民参画の下、総合的な市政運営の指針として、基本構想及びこれに基づく基本計画(以

下これらを「総合計画」という。)をこの条例の趣旨にのっとり策定し、計画的な市政運営に努めるも

のとする。

２ 市は、行政分野ごとの計画については、総合計画に則して策定するものとする。

３ 市は、前２項の各計画の進行管理を的確に行うものとする。

２ 総合計画の位置付けと構成

第６次総合計画は、市の最上位計画に位置付けられ、各分野の行政計画の基本となる総

合的な市政運営の指針です。

生駒市自治基本条例における「総合計画」の定義に合わせ、「基本構想」と「基本計画」

の２つから構成するものとします。

総合計画の構成

基本構想

基本計画

生駒市のビジョン

行政運営のプラン
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３ 基本構想・基本計画の位置付け・役割と期間

従来は、基本構想と基本計画の役割が明確ではありませんでしたが、第５次総合計画後

期基本計画の策定に当たって、計画体系を整理し、基本構想を「生駒市のビジョン」、基本

計画を「行政運営のプラン」と位置付け、それぞれの計画の役割を明確化しました。

第６次総合計画は、本市が人口減少に転じてから策定する初めての計画となります。国

立社会保障・人口問題研究所の人口推計（国勢調査による人口）では、新元号２７(2045)

年には、老年人口（６５歳以上）までも減少すると予測されており、その後は人口減少が

さらに加速すると見込まれています。

こうした人口構造の変化を踏まえ、中長期的に取り組むべき課題も視野に入れつつ、市

政運営を進めていくため、第６次総合計画の「基本構想」と「基本計画」の位置付けと役

割、計画期間を、次のとおりとします。

(1) 基本構想

[位置付け］ 生駒市のビジョン（地方公共団体が目指す構想）

[役  割］ 市民、事業者、行政が協働してまちづくりを行う指針となるもの

基本構想は、地域を構成する市民、事業者、行政等全ての主体が共有する生駒市

のまちの将来ビジョンを描くとともに、その将来ビジョンを実現するためのまちづ

くりの指針となるもので、地方公共団体が実現を目指す構想です。

計画期間については、今後の人口構造の変化から新元号２０(2038)年代を時代の

転換期と捉え、平成３１・新元号元年(2019)年度から概ね２０年間とします。

なお、計画期間の中間時点で基本計画の見直し時期に合わせて、基本構想の評価

を実施します。

【計画期間】 平成３１・新元号元(2019)年度から概ね２０年間

(2) 基本計画

[位置付け］ 行政運営のプラン（行政が取り組む計画）

[役  割］ 市長が任期中に基本構想で目指すまちづくりを進めるために、分野ごと

に目標とするまちの姿や行政が重点的に取り組む施策を示したもの
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基本計画は、市長が任期の期間内において、基本構想に描かれた将来ビジョンを

実現するために、行政分野ごとに目標とする目指す姿や行政が重点的に取り組む施

策を示した行政運営の計画です。

なお、市長任期に対応していくため、計画期間は４年間※とし、市長の任期に応

じて基本計画を見直します。

※ 第１期の計画期間については、第２期の計画期間を新元号５(2023)年４月に実

施予定の市長選挙の翌年度から４年間とするため、新元号５(2023)年度までの５

年間とします。

基本構想と基本計画の計画期間

西　暦 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040

平　成
新元号

31
元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

基本構想
［概ね20年］

基本計画
［第１期　:5年］
［第２期～:4年］

年　度

基本構想

第１期 第２期 第３期 第４期 第５期

４ 分野別計画との関係

行政の各分野では、多様化する市民ニーズや社会環境の変化に対応するために分野別計

画を策定しています。

分野別計画は、法令上の位置付けや計画期間も様々ですが、各々の行政分野が目指すべ

き方向性や事業の体系を示し、総合計画が示す政策の基本的な方向に沿って策定すること

によって、総合計画を各分野において補完し、具体化していく計画と位置付けます。

分野別計画

総合計画

総合計画が示す政策の基
本的な方向に沿って策定

総合計画を各分野において
補完し、具体化
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第１章 将来ビジョン

１ 基本的な考え方

本市では、「生駒市民憲章」を平成１３(2001)年に全面改定し、市民一人ひとりが心を合

わせ、快適で明るく住み良い生駒のまちづくりを進めるための「市民共通の生活の規範」

として掲げています。

また、本市におけるまちづくりの最高規範として「生駒市自治基本条例」を平成２２

(2010)年４月に施行し、まちづくりを進めていくための基本理念や仕組み、行政運営のあ

り方など、まちづくりの基本ルールを定めています。その前文において、「将来にわたり、

すべての市民の人権が尊重され、人と自然が共生する、安全で安心な、健康で活力のある、

文化の薫り高いまちづくり」を基本理念と定めています。また、同条例第１９条第１項の

規定において、『基本構想及びこれに基づく基本計画をこの条例の趣旨にのっとり策定』す

ることとしています。

こうしたことから、市民憲章のまちづくりの考えを踏まえつつ、自治基本条例の基本理

念に定めるまちの姿を、いつの時代にあっても変わらない恒久的な目標として位置付け、

その目標実現に向けて、基本構想において概ね２０年先に実現を目指すまちの姿を「将来

都市像」として定めるとともに、そのための「まちづくりの目標」を併せて定めることと

します。

＜恒久的な目標＞

【生駒市民憲章】

生駒山の豊かな緑に育まれ、自然と歴史と文化が調和しながら発展しつづける生駒市。わたしたちは、

ここに住むことへの愛着と誇りをもって、みんなの夢がかなうまちをきずくために、市民憲章を定めます。

１ 自然を愛し、人と自然が共生する美しいまちをつくりましょう。

１ お互いに助けあい、安心して暮らせるやさしいまちをつくりましょう。

１ 人権を尊重し、心のかよいあうあたたかいまちをつくりましょう。

１ スポーツに親しみ、健康で活力のあるまちをつくりましょう。

１ 知恵を出しあい、世界にはばたく文化のまちをつくりましょう。

【生駒市自治基本条例（前文）】

将来にわたり、すべての市民の人権が尊重され、人と自然が共生する、

安全で安心な、健康で活力のある、文化の薫り高いまち

＜概ね２０年先の目標＞

【基本構想 将来都市像】
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２ 将来都市像

本市は、生駒山や矢田丘陵など緑豊かな自然環境に恵まれ、大都市へのアクセスも良好

であることから、関西を代表する良好な住宅都市として発展してきました。平成２(1990)

年に県内３番目の１０万人都市となり、平成２２(2010)年末には１２万人を超えました。

近年は、関西における「子育てしやすいまち」としての評価も高まってきています。

しかし、わが国全体の人口が平成２０(2008)年に減少に転じたことに伴い、本市におい

ても平成２５(2013)年１１月の１２１，３５０人をピークに人口が減少に転じ、今後、本

格的な人口減少と少子高齢化のさらなる進行が見込まれています。

このような人口構造の変化が想定されることから、大都市への通勤・通学者が多く住む

「住宅都市（＝ベッドタウン）」という基本的な方向性を受け継ぎながら、大都市に通勤・

通学するという暮らしに加えて、日中の多くの時間を市内で過ごす暮らし、生駒で住み・

働く暮らしなど、多様な生き方や多様な暮らし（生活スタイル）に対応した都市へとまち

づくりを進めることにより、「単なるベッドタウン」から脱却し、「生駒に住みたい」、「生

駒にいつまでも住み続けたい」と思われるまちを築いていきたいと考えます。

今後２０年間の将来を展望すると、人口減少・少子高齢化の進行に加えて、経済のグロ

ーバル化の進展や地球環境問題への対応、ＩＣＴ1の進展等、今後も様々な大きな社会経済

環境の変化が見込まれます。一方、本市においては、阪神なんば線の開通や第二阪奈有料

道路の開通により、奈良、京都、大阪、神戸など関西の主要都市や関西国際空港へのアク

セスが向上しています。さらに、新元号１９(2037)年には、リニア中央新幹線の大阪延伸

が計画され、中間駅の設置により、東京・名古屋方面とのアクセスの向上が期待されます。

また、奈良先端科学技術大学院大学等に加えて、学研高山第２工区の整備の進展により、

様々な文化学術研究・交流施設の立地が進むことにより、学術研究やビジネスにおける交

流の活発化が期待されるとともに、その際、高山茶筌をはじめとする本市の伝統文化が、国

内外の人々の交流につながることも期待されます。

生駒市自治基本条例において「市民は、まちづくりの主体であり、まちづくりに参画す

る権利を有する。」と定めており、様々な能力や経験をもった市民の力や地域の活動がまち

づくりの推進力です。多様な生き方や暮らしをかなえる機会や場、人と人のつながりが豊

かにあるまちで、主役である市民が、仲間を得て、夢をかなえ、輝く人生を送れるようま

ち全体が応援してくれる、そういうまちへと本市が進んでいくことを目指して、将来都市

像を次のように掲げます。

【将来都市像】

                                                                                                                                                      
1 ＩＣＴ：情報通信技術。Information and Communication Technology の略称。
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３ まちづくりの目標

将来都市像を実現するために、市民憲章のまちづくりの考えと自治基本条例の基本理念

に定めるまちの姿を踏まえて、６つのまちづくりの目標を定めます。

(1) 安全で、安心して健康に暮らせるまち

市民の生命と財産を守り、安全に暮らせるまちづくりを進めるとともに、自助・共助・

公助を着実に高めていくことにより、誰もが安心して生涯にわたって健康に生活できる

まちづくりを進めます。

(2) 未来を担う子どもたちを育むまち

生駒の未来を担う社会の宝である子どもたちを育むため、家庭・地域・学校・行政が

連携して、子育てしやすいまちづくりを進めます。

(3) 人権が尊重され、市民が輝く、文化の薫り高いまち

市民一人ひとりの人権と個性、生き方を互いに尊重し、市民が主体的にまちづくりに

参画し、協働によるまちづくりを進めます。また、市民一人ひとりが生涯にわたって学

び、交流し、市民力を活かした文化の創出と継承により、文化の薫り高いまちづくりを

進めます。

(4) 人と自然が共生する、住みやすく活動しやすいまち

恵まれた住環境を将来にわたって適切に保持するため、人と自然が共生し、環境負荷

の少ない暮らしや事業活動が送れるまちづくりを進めます。また、市民が輝けるステー

ジとして必要な都市機能を適切に利用できるまちづくりを進めます。

(5) 地域の資源と知恵を活かし、魅力と活力あふれるまち

大都市近郊にあり、学研都市に位置付けられているという本市の立地を活かしながら、

市内の経済活動の活性化が図られ、歴史文化資源や自然的資源、人的資源などまちのポ

テンシャルを活かした独自の都市ブランドを構築し、市内外にまちの魅力を発信するこ

とで、活力あふれるまちづくりを進めます。

(6) 持続可能な行財政運営を進めるまち

多様化する市民ニーズや社会状況の変化に対応し、限られた経営資源を有効活用し、

可能な限り次世代に負担を残さず、将来にわたって持続可能な行財財政運営を進めます。
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第２章 まちづくりの推進

１ まちづくりの基本的な考え方

第６次総合計画に基づくまちづくりを実現する上で、常に踏まえるべき共通の基本的な

考え方を、次のとおり定めます。

(1) 市民主体のまちづくり

まちづくりの主体は市民です。市民主体のまちづくりの基本ルールを定めた生駒市

自治基本条例等に基づき、あらゆる分野における、市民の参画、市民・事業者・行政

の協働を推進します。

(2) 多様な主体との協創2によるまちづくり

身近な暮らしに関わるまちづくりにおいては、まず｢自助｣（自分自身が行う）、次に

「共助」（周囲や地域が協力する）、そして「公助」（行政が支援し、補完する）という

考え方（補完性の原理）を基本とします。

個人のライフスタイルや価値観の多様化が進み、地域社会の担い手不足など地域課

題はますます高度化、複雑化しています。「自助」では解決できない課題は、市民、Ｎ

ＰＯ、事業者等の民間主体が相互に連携する「共助」、あるいは、民間主体と行政など

本来価値観の異なる主体が有機的に連携する「公助」によって、課題解決の可能性は

高まります。多様な主体が緩やかにネットワークを形成し、互いが共有できる新たな

価値を創造する「協創」のまちづくりを進めます。

２ 行政経営の基本方針

第６次総合計画に基づくまちづくりを実現するために、行政経営を行う上での基本的な

方針を、次のとおり定めます。

(1) 持続可能な社会を支える行政経営

本格的な人口減少や人口密度の低下、高齢化の進展、社会保障経費の増加、公共施

設の老朽化、厳しい財政状況、多発化する自然災害など、これまでの様々なシステム
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の持続可能性を大きく揺るがす変化が本市を取り巻いています。こうした複雑・多様

化する社会ニーズの変化に対応するため、分野横断的に連携を図り、また、必要に応

じて既存の行政手法や組織を見直すとともに、柔軟な施策展開を図り、次世代へ引き

継ぐ持続可能な行政経営を行います。

(2) 証拠に基づく政策づくり

行政経営においては、限られた資源の中で政策の有効性を高めるため、政策目的を

明確化し、目的に沿った成果が出るかを客観的なデータや証拠に基づいて検証しなが

ら施策を立案する、証拠に基づく政策づくり（ＥＢＰＭ3）を進めます。そのもとで、

政策実行後も成果を検証し、取組の改善を進めていく政策のＰＤＣＡサイクル4を確立

します。

３ 戦略的なまちづくりの視点

第６次総合計画を推進するにあたり、基本構想において目標に掲げた将来都市像の実現

を目指す概ね２０年先を展望したとき、本格的な人口減少や少子高齢化のさらなる進行を

踏まえると、これまでの大都市に通勤・通学するという暮らし方に加えて、日中の多くの

時間を市内で過ごす暮らし方、生駒で住み・働く暮らし方など、多様な生き方や多様な暮

らし方（生活スタイル）が広がり、市民の「生活」、市民が属する「社会」、市民が暮らす

「都市」、それぞれで構造上の変化が徐々に進むと考えられます。これらの構造変化に対応

するためには、「生活」と「社会」、「都市」のそれぞれを関係・連動させながら、長期的な

視野でこれまでの行政サービスやまちづくりのあり方について、漸進的な方向性の転換と

分野横断的な施策の推進が必要となります。

このことから、まちづくりを進めるに当たっては、「生活構造」「社会構造」「都市構造」

の３つの視点から戦略的に施策展開を図ることとします。

(1) 生活構造の視点

個人の生活構造については、晩婚化・非婚化の進行、平均寿命の延伸に伴う「人生

百年時代」の到来、正規職員による終身雇用を前提としていた就業形態の変化などに

伴い、「人生の歩み方」が大きく変化しつつあることを認識しておく必要があります。

                                                                                                                                                              
2 協創：多様な主体が緩やかにネットワークを形成し、互いが共有できる新たな価値を創造すること。
3 ＥＢＰＭ：Evidence Based Policy Making の略。政策の企画立案をその場限りのエピソードに頼るのではなく、政策目的を明確化したうえ

で政策効果の測定に重要な関連を持つ情報やデータ（エビデンス）に基づくものとすること。
4 PDCA サイクル：「計画（Plan）－実施(Do）－評価（Check）－改善（Action）」という工程を継続的に繰り返すことにより、計画、実施後



10

これまでのように、誕生から就学・進学・就職・結婚・育児・定年退職といった直

線的なレールではなく、就職してから再び学び直したり、育児や介護で一時的に職か

ら離れた後に再び仕事に就いたり、さらには年齢に関係なく高齢者になっても仕事を

続けるなど、人によって様々な経路をたどることが考えられます。また、そのような

人生を、従来想定してきた「標準世帯（夫婦と子ども二人）」で送る人の比率は低下し、

結婚しない生き方や、伴侶を得る人でも従来の夫婦のあり方にとらわれない生き方な

ど、多様な家族・世帯を営みながら長い人生を送っていくことになると考えられます。

また、個人の日々の行動様式も高度情報化社会の進展により、買い物や学習、コミ

ュニケーションのとり方まで、大きく変化してきています。

こうした多様な暮らし方（生活構造）の変化に対応する視点から、これまでの市域

外での就業や消費などこれまで行政サービスを提供するに当たって前提としてきた対

象者や条件等の想定を見直し、働き方改革に伴う就業環境の変化や生活時間の変化な

ど個人の行動変容に即した施策へ転換を図ります。

(2) 社会構造の視点

社会構造については、今後２０年間において、人口減少の進行に併せて高齢化率が

急激に高まるとともに、生産年齢人口の比率は全体の半分近くまで減少し続けるなど、

人口構造の変化が見込まれています。

一方で、これまで個人が属する集団・コミュニティは家族（世帯）、地域、職場によ

るものがほとんどでしたが、世帯の形態の多様化やＩＣＴの発達に伴うＳＮＳ5の普及

に伴い、趣味やボランティア、副業をはじめ、様々なつながりが世代や空間を超えて

数多く緩やかに形成されるようになっています。このような緩やかで多様なつながり

によって、様々な交流や活動が生まれ、市民の人生や地域を豊かにしていくことが期

待される一方で、活動の持続性や責任の所在といった、つながりの緩やかさゆえの脆

さや危うさも孕んでおり、すでに地域にあっては、コミュニティの希薄化から、地域

への愛着や帰属意識の低下、コミュニティを支える担い手不足が懸念されています。

これまで行政活動を行う上でパートナーとしてきた地域コミュニティや地域団体と

の協働を深めつつ、このような緩やかなつながりを、少子高齢・人口減少社会におけ

る、市民生活の質の向上や地域課題の解決に活用していくためには、地域コミュニテ

ィや地域団体とは異なる接し方、サポートのあり方が行政に求められ、こういった個

人の行動変容に伴う社会構造の変化に対応する視点から施策の転換を図ります。

                                                                                                                                                              
の結果を十分に検証し、改善策やさらなる次の施策の展開につなげる仕組みのこと。

5 SNS：Social Network Service の略。個人間のコミュニケーションを促進し、社会的なネットワークの構築を支援する、インターネットを利用

したサービスのこと。趣味、職業、居住地域などを同じくする個人同士のコミュニティを容易に構築できる場を提供している。
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(3) 都市構造の視点

都市構造については、上記の生活構造や社会構造の変化に伴って、「自宅と職場を結

ぶ」動線を中心としたこれまでのベッドタウン型の都市構造から、市内の様々な場所

で目的に応じて活動や交流ができる場所とそれらを結ぶネットワークが形成されたコ

ンパクトで、良質な住まいや暮らしの空間を創出する都市構造の形成が必要です。ま

ちづくりを進めるに当たっては、こういった都市構造の変化に対応する視点から施策

展開を図ります。


